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１．世界と東アジアの経済動向 

 

（１）世界の経済規模と中国の成長 

世界の経済構造は、北アメリカを筆頭に、ヨーロッパ、アジアのほぼ三極構造となって

いる。中でもアメリカのＧＤＰは群を抜いており、１人当たりのＧＤＰも高い水準にある。 

しかしながら、世界の主要国（地域）が０～４％の実質ＧＤＰ成長率で推移している中、

中国は改革開放（1978 年）以降、市場経済を拡大させながら、20 年以上にわたって年平均

９％以上の高い経済成長率で伸び続け、2003 年時点で世界第７位ＧＤＰ規模となった。 

また、将来見通しにおいても、中国は「世界の工場」として、９％代後半の成長率で推

移することが予測されており、現状の成長率は、2010 年の万博開催まで続くと一般的には

言われている。 
 
                              

 
 
 
 
 
 
 
 
資料：外務省ＨＰより作成（同右） 

 

    

 

図－1.1 世界のＧＤＰの地域別構成(2003 年)   図－1.2 主要国の GDP 及び 

1 人当たりの GDP（2003 年） 

 

表－1.1 ＩＭＦによる世界経済見通し 

（前年比、％） 
 2004 年 

実績 
2005 年 
実績 

2006 年 
見通し 

2007 年 
見通し 

世界計 5.1 4.9 5.1 4.9 
日本 2.7 2.6 2.7 2.1 

アメリカ 4.2 3.2 3.4 2.9 
カナダ 2.9 2.9 3.1 3.0 
ユーロ圏 2.0 1.3 2.4 2.0 
ドイツ 1.6 0.9 2.0 1.3 
フランス 2.0 1.2 2.4 2.3 
イタリア 1.2 0.1 1.5 1.3 
イギリス 3.2 1.9 2.7 2.7 

韓国 4.6 4.0 5.0 4.3 
中国 9.5 10.2 10.0 10.0 

ロシア 7.2 6.4 6.5 6.5 
資料：外務省 HP   

             内閣府「世界経済の潮流」 

合 計 
36,460.6 

（単位：10 億ドル）
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胡錦涛が国家主席に選出 

WTO 加盟 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－1.3 主要国（地域）の実質ＧＤＰ成長率の推移 

 

 

 

表－1.2 中国において今後予定されるイベント・インフラ整備 

2006年  上海ユニバーサル・スタジオ開業 

2008 年  北京オリンピック開催，北京上海高速鉄道開通 

2010 年  上海万博 

西部大開発 

リニア鉄道運航 

 

資料：「通商白書」、経済産業省 

江沢民が国家主席に選出 

香港返還 マカオ返還 
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（２）世界の貿易構造と日中貿易 
①世界の貿易 

2005 年における世界の貿易総額は 21 兆 2,140 億ドルで、その国別構成比においてはアメ

リカ、ドイツ、中国が上位 3国となっている。 

過去 11 年間の世界の貿易額（商品貿易）の年平均伸び率は 7.6％であったが、中国の輸

出は 18.5％、輸入は 18.3％と２倍以上の水準を確保し、2005 年には輸出、輸入でともに第

３位と、我が国よりも上位に位置している。 

 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－1.4 世界の貿易総額に占める国別構成比の推移 

 
表－1.3 世界の貿易額の変化（1995～2005 年の年平均伸び率） 

  輸出 輸入 総額 
世界 7.6 7.7 7.6 
アメリカ 4.7 8.7 7.1 
ＥＵ25 9.6 9.7 9.6 
ドイツ 4.5 5.9 5.2 
フランス 6.7 5.6 6.1 
イギリス 5.0 6.8 6.0 
中国 18.5 18.3 18.3 
日本 3.5 5.1 4.2 
ＮＩＥＳ 7.1 6.3 6.7 
ＡＳＥＡＮ4 7.3 6.0 6.5 

 
表－1.4 世界の輸出入額の国別ランキング（2005 年） 

 順位 輸出 
金額 

（10 億ドル） 
割合 
（％） 

前年比
（％）  順位 輸入 

金額 
（10 億ドル） 

割合 
（％） 

前年比
（％） 

1 ドイツ 969.9 9.3 7 1 アメリカ 1732.4 16.1 14
2 アメリカ 904.4 8.7 10 2 ドイツ 773.8 7.2 8
3 中国 762.0 7.3 28 3 中国 660.0 6.1 18
4 日本 594.9 5.7 5 4 日本 514.9 4.8 13
5 フランス 460.2 4.4 2 5 英国 510.2 4.7 8
6 オランダ 402.4 3.9 13 6 フランス 497.9 4.6 6
7 英国 382.8 3.7 10 7 イタリア 379.8 3.5 7
8 イタリア 367.2 3.5 4 8 オランダ 359.1 3.3 12
9 カナダ 359.4 3.4 14 9 カナダ 319.7 3.0 15

10 ベルギー 334.3 3.2 9 10 ベルギー 318.7 3.0 12

資料：「International Trade Statistics 2005」 
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②日中貿易の概況 

日中貿易は 1993 年頃から拡大基調に入り、特に 1999 年以降は急成長をしている。中で

も、1995 年以降は、輸入が輸出を大きく上回って推移しており、貿易総額に占める割合も

年々上昇傾向にある。中国の相手国別貿易額のシェアをみると、2005 年現在、日本はアメ

リカの次点で 2位にある。 

日本の貿易額における中国と米国のシェアの推移をみると、輸出では依然、米国のシェ

アが高いものの、その差は縮まりつつある。一方、輸入については、2002 年において中国

のシェアが米国のシェアを上回る逆転減少が生じ、以後、その差は拡大しつつある。 

これらから、国際貿易における日本と中国の関係は、極めて緊密になりつつあると言え

る。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：JETRO 資料 

図－1.5 日中貿易額及び貿易総額に占める日中貿易のシェアの推移 
 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：JETRO 資料 

図－1.6 中国と海外諸国との貿易額シェア   図－1.7 日本の輸出入に占める 

（2005 年）                  中国、米国のシェアの推移 
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（３）中国への対外投資 
①中国への直接投資 

中国は、世界の輸出生産拠点としての優位性に加え、近年では巨大な消費市場としての
魅力が外資系企業を引きつけ、対世界の発展途上国向け直接投資（ＦＤＩ）の３割、対ア
ジア（日本を除く）向けＦＤＩの５割を受け入れている。 
また、2003 年には契約金額ベース（実行金額）で 535 億ドルと初めてアメリカを抜き、

ルクセンブルグを除けば世界最大の投資受け入れ国となる等、その世界経済における存在
感を急速に高めている。 
我が国も、中国への投資熱は 1996～1999 年にかけて一時落ち込んだものの、再び増加に

転じており、2005 年時点で契約額は 35 億ドルに達しようとしている。 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：日中投資促進機構 HP 

図－1.8 対中国直接投資の推移 
 

  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
   
 

資料：日中投資促進機構 HP 

図－1.9 日本の対中国投資 
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２．四国経済・産業の動向 

（１）社会・経済指標 

四国地域は総面積で全国の 5.0％、人口で 3.2％を占めているが、県内総生産、製造品出

荷額はともに 2.7％を占めるに過ぎず、経済的地位は全国的にみると相対的に低い。 

四国地域内をみると、面積は太平洋側に位置する高知県と徳島県の両県で四国全体の

60％を占めるが、経済基盤は瀬戸内側の香川県、愛媛県で強くなっている。 

 
人口                  面積 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

製造品出荷額               県内総生産 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表－2.1 四国の主要社会・経済指標 

 
 

高知県 

80万人 

（19％）

徳島県 

81万人 

（20％）

四国計 

409万人 

全国シェア 

（3.2%） 香川県 

101万人 

（25％）

愛媛県 

147万人 

（36％） 
出典：国勢調査（速報値）

高知県 

7,105km2

（38％）

徳島県 

4,145km2

（22％）
四国計 
18,802km2 
全国シェア 
（5.0%） 

香川県 
1,862km2
（25％）

愛媛県 
5,676km2 
（30％） 

出典：国税調査 

出典：工業統計(H.16） 

徳島県 
15,860億円
（22％）

高知県 
5,204億円 
（7％） 

四国計 

73,349億円 

全国シェア 

（2.8%） 愛媛県 
31,626億円 
（43％） 

香川県 
20,659億円
（28％）

愛媛県 
46,790億円
（35％）

香川県 
36,400億円
（27％） 

四国計 
133,930億円 
全国シェア 
（2.7%） 

出典：県民経済計算年報(H.15) 

高知県 
23,760億円
（18％）

徳島県 
26,980億円
（20％） 

四国 全国 四国のシェア

人口（千人） 4,086 127,757 3.2%

面積（km2） 18,802 379,071 5.0%

県内総生産（億円） 133,930 4,960,505 2.7%

製造品出荷額（億円 75,472 2,720,095 2.8%

注）内円：全国シェア  外円：四国各県シェア 

図－2.1 四国の主要社会・経済指標 



 2-2

（２）県民総生産・総所得の推移 

１）県民総生産の推移 

四国の県民所得は、平成 15 年度で 133,927 億円となっており、全国の 2.7％を占めてい

る。推移を見ると、平成 8 年以降減少傾向にあったが、平成 14 年から平成 15 年にかけて

は 0.4%の増加となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－2.2 四国の県民総生産の推移 

 

２）一人当りの県民所得 

一人当りの県民所得は平成 15 年度で 2,490 千円となっており、全国平均の 84.2％に留ま

り、依然として格差が生じている。 

推移を見ると、平成 14 年以降 2年連続で減少傾向であったが、平成 15 年では前年比+0.7%

となり、微増に転じている。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－2.3 一人当たりの県民所得 

四国の県民総生産の推移
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（３）人口及び高齢化の進行 

平成 12 年国勢調査における、市町村別の高齢化率をみると、内陸の山間地や離島におい

て高齢化率が 30％を超える市町村が目立っている。 

また、平成 42 年における 65 歳以上の人口の占める割合は、全国が 29％であるのに対し、

四国は 32％となっている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－2.4 市町村別の高齢化率の分布 

高齢者構成比の推移
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出典：国勢調査

　　　都道府県別将来推計人口（平成14年3月推計　国立社会保障・人口問題研究所）

図－2.5 全国及び四国における将来人口の伸び（S60＝1.0）と高齢者構成比の推移 
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（４）四国経済の概況 

１）製造品出荷額の推移 

四国の製造品出荷額は平成16年で約7兆 6千億円であり、全国の約2.7％を占めている。

推移を見ると、平成 14 年を底として以降は増加に転じている。県別では、愛媛県が約 3兆

円で最も多く、高知県が約 5千億円で最も低くなっている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－2.6 製造品出荷額の推移 

 
２）四国の化学工業 

四国の化学工業は、繊維原料、合成樹脂、化学肥料、カ性ソーダ、無機化学品、有機化

学品等、多品種にわたり生産されている。化学繊維・樹脂原料や光学フィルムなどは、旺

盛な海外需要を反映し、フル操業を続ける企業が見受けられるなど、好調を持続している。

また、医薬品なども好調である。 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－2.7 四国の化学工業製品出荷額の推移 
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３）貿易額の推移 

四国の貿易額は 7 年間で 1.6 倍になっている。また、1999 年以降 7 年連続して輸入超過と

なっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－2.8 四国の輸出入動向の推移 
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４）企業の設備投資動向 

四国の企業の設備投資額は、2004 年以降増加傾向にあり、2006 年には全産業合計で 5,000

億円を上回っている。 

業種別にみると、この 5 年間で最も設備投資額が伸びているのは、製造業では石油、化

学、一般機械が伸び率で 100％以上であり、非製造業では建設業が 300％を超えている。一

方、設備投資額の減少率が最も高いのは、製造業では繊維で 70％の減少、非製造業では不

動産で、80％の減少となっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－2.9 四国及び全国の設備投資動向 

 
表－2.2 四国における業種別設備投資動向 

 
 
 
 

年　　度 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2002 2003 2004 2005 2006
全　産　業 4,684 3,888 4,181 3,925 4,242 5,180 △ 17.0 9.8 △ 2.8 7.0 22.1
製造業 2,027 1,731 1,862 2,174 2,238 2,946 △ 14.6 12.2 20.2 3.6 31.6
　　食　品 116 71 76 74 111 122 △ 39.0 5.1 3.5 58.8 9.5
　　繊　維 153 68 52 49 39 44 △ 55.5 △ 1.1 △ 7.6 140.3 13.4
　　紙・パルプ 464 299 299 270 330 459 △ 35.6 2.9 △ 10.0 21.6 38.9
　　化　学 446 576 435 631 464 933 29.2 △ 24.8 70.2 △ 23.5 101.1
　　石　油 52 71 65 29 61 116 37.2 △ 9.3 △ 56.6 111.7 88.6
　　窯業・土石 12 16 15 2 8 9 34.5 1.0 △ 36.9 49.2 13.2
　　鉄　鋼 22 10 28 32 40 32 △ 54.1 155.6 11.1 34.6 △ 21.7
　　非鉄金属 105 78 248 173 283 248 △ 25.8 217.0 △ 33.7 64.1 △ 12.7
　　一般機械 93 63 39 74 121 174 △ 32.4 27.3 47.5 36.6 44.4
　　電気機械 345 355 443 632 422 605 2.9 25.0 42.8 △ 38.1 43.4
　　精密機械 0 0 3 0 2 2 △ 50.0 803.3 △ 94.8 1092.9 12.0
　　輸送用機械 113 79 103 143 270 100 △ 29.8 30.4 44.9 89.0 △ 63.0
　　その他製造業 148 45 58 65 87 103 △ 69.6 113.2 △ 2.4 34.9 18.5
非製造業 2,656 2,157 2,319 1,751 2,003 2,235 △ 18.8 8.0 △ 21.5 11.1 11.6
　　建　設 8 5 12 7 35 33 △ 38.7 173.8 △ 41.5 331.5 △ 6.0
　　卸売・小売 305 297 304 194 301 259 △ 2.6 2.8 △ 38.2 64.7 △ 13.8
　　不動産 175 18 101 25 11 30 △ 89.7 448.0 △ 70.7 △ 73.8 183.4
　　運　輸 110 149 154 88 73 88 35.6 △ 1.6 △ 44.9 △ 21.0 21.6
    電力・ガス 1,036 782 920 622 649 722 △ 24.5 19.3 △ 28.6 4.3 11.3
 　    電　力 995 739 879 576 621 633 △ 25.7 20.8 △ 30.7 7.7 2.0
　　通信・情報 125 112 103 118 182 237 △ 10.4 △ 15.8 21.1 46.1 30.7
　　リース 806 750 709 655 690 767 △ 6.9 △ 5.4 △ 1.3 1.1 11.1
　　サービス 67 21 11 23 21 41 △ 68.8 △ 33.2 116.6 △ 35.6 93.4
その他非製造業 19 22 6 19 42 56 13.1  △ 64.6 △ 40.2 105.2 34.7
全産業(除電力) 3,687 3,149 3,302 3,349 3,621 4,548 △ 14.6 7.2 4.6 6.9 25.6
非製造業(除電力) 1,662 1,418 1,440 1,175 1,383 1,602 △ 14.7 1.3 △ 15.9 12.8 15.8
※四捨五入の関係により、合計は一致しない場合がある。
資料：「2002～・2006・2007 年度 四国地方民間企業設備投資動向調査2002年～2006年 日本政策投資銀行四国支店

増減率（％）投資実績（01～05年度）と計画（06年度）：（単位：億円）

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

2001 2002 2003 2004 2005 2006

四国（億円）

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

全国（億円）

製造業 非製造業 全国



 2-7

（５）四国の産業構造 

・四国地域では瀬戸内海に面する臨海部を中心に 、古くから紙・パルプ、石油・石炭、造

船業などの基礎素材型産業を中心にして発展してきた。 

・現在でも基礎素材型産業の製造品出荷額等の割 合は、製造業全体の３割を越え、全国よ

りも高い割合にある。また 1988 年からの伸びも最も高い 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－2.10 四国臨海部における主な産業分布 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－2.11 四国及び全国の製造品出荷額等の業種別構成比 

注）基礎素材型産業：化学、石油製品・石炭製品、窯業・土石製品、鉄鋼、非鉄金属、金属製品、プラスチック製品 

   加工組立産業：一般機械、電気機械、輸送用機械、精密機械、武器 

   生活関連産業：食料品、飲料・飼料・たばこ、繊維、衣服、木材・木製品、家具・装備品、パルプ・紙、出版・印

刷、ゴム製品、なめし革・同製品・毛皮、その他 

出典：工業統計表（平成16年） 
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例

高知：太平洋セメント（セメント）
四国鉱発（石灰石）
アサノ鉱発（石灰石）
田中石灰工業（石灰石）
ＪＦＥミネラル（石灰石）
国見山マイン（石灰石）
南海化学工業（化学）
東洋電化工業（化学）
宇治電化学工業（化学）

須崎：住友大阪セメント（セメント）
日鉄鉱業（石灰石）

松山：帝人化学（化学）、三菱化学（化学）、
東レ（化学）、井関農機（機械器具）、
ダイソー（化学）、四国ガス（ガス）

今治：吉野石膏（石膏ボード）
日本食研（食品）

三島川之江：大王製紙（製紙）、愛媛製紙（製紙）、リンテック（製紙）、 カミ商事（製紙）、
ダイオーペーパーコンバーティング（製紙）、 丸住製紙（製紙）

新居浜：住友化学（化学）、住友金属鉱山（非鉄金属）、
住友ダウ（化学）、 ヤスハラケミカル（化学）

波止浜：今治造船、新来島ドック

長浜： （木材）

坂出：四国電力（石油）
コスモ（石油）
三菱化学（コークス）
川崎造船（造船）

高松：四国ドック（造船）
重油・石油製品販売 （石油）
東京製鐵（金属）
タダノ（建設輸送機械）
南海プライウッド（木材）
日プラ（化学）

徳島小松島：
大塚化学（化学）
マルハ物産（食品）
新日本理化（化学）
日立化成ポリマー （化学）

阿波製紙（製紙）
日新紡績（化学）
東亜合成（化学）
土佐（木材）
住友林業クレスト（木材）
日本製紙（製紙）
王子製紙（製紙）
日亜化学工業（化学）

丸亀：今治造船

多度津：常石造船

風戸：三菱マテリアル（金属）

橘：日本電工（金属）
四国電力（石油、石炭）
電源開発火力発電（石炭）

東予：今治造船（造船）､日新製鋼（鉄鋼）､
クラレ（化学）、四国電力（石炭）
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（６）四国の基幹産業 

四国地域における製造品出荷額は、全国の約 2.8％（平成 16 年）を占めている。製造

品出荷額が最も高いのは化学工業であり、パルプ・紙・紙加工品製造業、石油製品石炭

製品製造業の順である。 

・全国に占める製造品出荷額のシェアもパルプ・紙・紙加工品製造業が 12％、非鉄金属製

造業 7.3％、木材・木製品が 6.3％と高いシェアを占め、我が国の暮らしと産業を支えて

いる。 

・パルプ・紙・紙加工品製造業の中でも特に洋紙・機械すき和紙製造業が全国シェア 24.7％

を占めている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

図－2.12 主要産業の製造品出荷額及び製造品出荷額の全国シェアの推移 

 

表－2.3 四国が誇る日本一・世界一 
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パルプ・紙・紙製品製造業の全国シェア

洋紙・機械すき和紙製造業 24.7%

段ボール箱製造業 3.6%

他に分類されないパルプ・紙・紙加工品
製造業

17.4%

出典：工業統計（平成1６年）

日　　本　　一 世　　界　　一

・阿波製紙（株） ・日亜化学工業（株）
　自動車用濾紙の生産 　ＬＥＤ、蛍光体の生産
・（株）大塚製薬工場 ・（株）河野メリクロン
　輸液製品の生産 　シンビジウムの種苗の生産
　　他
・（株）加ト吉 ・東洋炭素（株）詫間事業所
　冷凍食品（フライ、麺類など）の生産 　等方性高密度黒鉛の生産
・（株）タダノ ・日プラ（株）
　建設用クレーン、車両搭載型クレーンの生産 　水族館用大型アクリルパネルの生産
・南海プライウッド（株） ・西原金属工業（株）
　住宅用ラミネート（プリント）天井板の生産    水晶ﾃﾞｨﾊﾞｲｽｾﾗﾐｯｸﾊﾟｯｹｰｼﾞ用封着ｼｰﾙの生産

　　他 　 光ﾋﾟｯｸｱｯﾌﾟ用半導体ﾚｰｻﾞｰ向けｶﾞﾗｽ端子用ﾊﾟｰﾂ生産

・大王製紙（株）三島工場 ・クラレ西条（株）
　単一工場での紙・板紙の生産 　液晶偏光用ビニロンフィルムの生産
・ユニ・チャーム（株） ・ハリソン東芝ライティング（株）
　紙おむつ・生理用品の販売 　 液晶ﾊﾞｯｸﾗｲﾄ用冷陰極放電灯、ｳｴｯｼﾞﾍﾞｰｽﾗﾝﾌﾟの生産

・住友金属鉱山（株）愛媛工場 ・住友化学工業（株）愛媛工場
　金の生産 　高純度アルミナ、半導体封止材用ｴﾎﾟｷｼ樹脂の生産

・帝人化成（株）松山工場
　　他 　ＤＶＤ用ポリカーボネート樹脂の生産

・東レ（株）愛媛工場
　高性能炭素繊維の生産

・兼松エンジニアリング（株） ・高知カシオ（株）
　強力吸引作業車の生産 　デジタルカメラ用ＴＦＴ液晶モニターの生産
・日鉄鉱業（株）鳥形山鉱業所 ・ニッポン高度紙工業（株）
　石灰石の生産量 　電解コンデンサ用セパレータの生産
　　他

高知県

愛媛県

香川県

徳島県
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（７）企業の海外進出 

四国地域においてはアジアを中心に海外進出への傾向が顕著であり、平成 16 年における

海外進出企業総数 154 社のうち、アジアへの進出数は 124 社となっており、全体の 80％を

占めている。中でも特に中国への進出が目立ち、平成 16 年は 82 社（約 64％）にのぼる。 

進出企業を業種別にみると、全国は機械関係が半数以上なのに対し、四国は繊維・衣服

（タオル、手袋など）、パルプ・紙産業が多い  
 

 
 
 
 
 
 
 
 

図－2.13 企業の進出先の状況 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

図－2.14 進出企業の業種別内訳 
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出典：四国経済概観（平成 16 年） 

図－2.15 四国における企業の地域別海外進出状況 
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出典：経済産業省「海外事業活動基本調査」
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（８）企業立地の動向 

工場立地件数は、平成 2年をピークに減少傾向にあったが、平成 12 年を底にして近年は

微増となっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：四国経済概観（平成 16 年） 

図－2.16 工場立地件数の推移 
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（９）完全失業率、有効求人倍率、倒産件数の推移 

 四国の完全失業率は、1993 年（2.3％）から増加傾向にあったが、2002 年をピークに減

少傾向転じている。全国の値と比較すると、概ね低い水準で推移している。 

 有効求人倍率については、回復傾向にあるが、未だ 1.00 以下であり、全国値よりも低い

水準となっている。また、特に高知県は低い値となっており、2006 年 10 月の求人倍率は、

全国で最低の値であった（資料：日本経済新聞）。 

 企業倒産件数は減少傾向にあり、2005 年度は 297 件となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「労働力調査」総務省統計局 

図－2.17 完全失業率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「職業安定業務統計」厚生労働省 

図－2.18 有効求人倍率の推移 

 

表－2.5 企業倒産件数の推移（件） 

 2003 年度 2004 年度 2005 年度 

四国 459 364 297 

全国 16,255 13,679 12,998 

   資料：「四国の主要経済指標」四国経済連合会 
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（１０）臨海部未利用地の状況 

 

表－2.6 臨海部の分譲地情報一覧 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

都道府県 所在地 所在港湾名 所有者名 土地利用計画
面積

（千㎡）

徳島県徳島市東沖洲１丁目
徳島小松島

港
徳島県 都市機能用地 3.0

3.0

香川県高松市サンポート 高松港 香川県 港湾関連用地 5.0

香川県坂出市・綾歌郡宇多津町 香川県 その他用地 2.5

香川県綾歌郡宇多津町吉田 香川県 その他用地 33.7

香川県坂出市番の州町 香川県 工業用地 407.2

香川県坂出市・綾歌郡宇多津町 香川県 港湾関連用地 2.6

香川県坂出市林田町 坂出市 工業用地 2.6

香川県坂出市大屋冨町 坂出市 ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ施設用地 7.2

香川県坂出市林田町 坂出市 都市機能用地 2.8

香川県東かがわ市三本松 三本松港 香川県 工業用地 21.7

香川県三豊郡詫間町詫間 詫間港 詫間町 都市機能用地 0.7

香川県小豆郡土庄町大部 土庄町 都市機能用地 1.0

香川県小豆郡土庄町大部 土庄町 工業用地 8.8

香川県小豆郡土庄町甲 土庄東港 土庄町 都市機能用地 1.3

香川県木田郡庵治町才田 久通港 庵治町 その他用地 0.6

坂出市小与島 坂出市 その他用地 17.4

坂出市与島 坂出市 その他用地 1.6

坂出市与島 坂出市 緑地 3.1

519.8

愛媛県松山市大可賀 松山港 愛媛県 危険物取扱施設用地 4.3

今治市富田新港１丁目４ 今治港 今治市 その他用地 12.0

愛媛県八幡浜市北浜１丁目 八幡浜市 ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ施設用地 5.7

愛媛県八幡浜市北浜１丁目 八幡浜市 港湾関連用地 7.5

愛媛県八幡浜市北浜１丁目 八幡浜市 都市機能用地 0.5

愛媛県八幡浜市北浜１丁目 八幡浜市 都市機能用地 3.7

愛媛県八幡浜市北浜１丁目 八幡浜市 緑地 2.0

愛媛県西条市北条 東予港 愛媛県 工業用地 281.2

四国中央市川之江町4136-2 四国中央市 工業用地 6.4

四国中央市川之江町4137-3 四国中央市 工業用地 7.3

四国中央市川之江町4181-3 四国中央市 工業用地 11.1

四国中央市川之江町4136-4 四国中央市 港湾関連用地 1.7

愛媛県西宇和郡保内町川之石 保内町 都市機能用地 1.5

愛媛県西宇和郡保内町川之石 保内町 都市機能用地 1.5

346.4

高知県高知市仁井田地先 高知港 高知県 港湾関連用地 16.7

高知県宿毛市池島地先 宿毛湾 高知県 工業用地 74.7

91.4

960.6

高知県

愛媛県計

高知県計

四国計

徳島県

香川県

徳島県計

香川県計

坂出港

大部港

与島港

八幡浜港

三島川之江
港

川之石港

愛媛県

資料：港湾局 HP 
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３．四国の港湾貨物の概要 

 
（１）全体数量・バルク貨物の概要 

１）港湾取扱貨物量の推移 

平成 16 年の四国の港湾取扱貨物量は、約 26,000 万トンであり、全国に占める割合は、

8.3％となっており、平成 15 年に比べ１,500 万トンの増加、全国シェアで 0.4％増加した。 

四国の港湾取扱貨物は内貿が中心であり、その取扱量は全国の各地域に比べると少ない。

しかし、１人あたりの年間取扱量は 60 トンであり、最も多くなっている。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－3.1 四国の総取扱貨物量の推移 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－3.2 1 人あたりの港湾取扱貨物量 
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２）四国の国際海上輸送海上貨物の特徴 
四国の輸入貨物は、輸出貨物の６倍となっている。その主なものは、鉱産品（石炭・原

油）および林産品（木材チップ）で、この 3 品目で 2,683 万トン 79.6%担っている。また、

非金属鉱物、重油、LPG 等も数十万トンの輸入がある。輸入相手国は、アジア及びオセア

ニアからの発電用の石炭および、四国の地場産業である製紙産業向けの木材チップが世界

各国から輸入されている。また、原油は中近東からとなっている。 
輸出は、アジア地域が中心であり、アジアの建設ブームを反映した、台湾向けの石灰石

及びアジア各国へのセメントで 239 万トン、46.5%となっている。 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
資料：外貿コンテナ貨物流動調査（平成 15 年） 

図－3.3 四国港湾の輸出入品目の内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：外貿コンテナ貨物流動調査（平成 15 年） 

図－3.4 四国港湾における輸出入の相手地域の内訳 
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３）四国の港湾の取扱貨物量・主要品目  

四国の重要港湾の取扱貨物の主要品目をみると、火力発電所や重化学工業が隣接する坂

出港は、輸出ではコークス・石油製品・重油、輸入では石炭、原油が主な品目である。製

紙業が立地する三島川之江港では、輸出では紙・パルプ等、輸入では木材チップ、石炭、

紙・パルプが主な品目である。また、高知県内の港湾においては、セメント工場等の立地

により内貿においてセメント、石灰石等の取扱が主な品目である。このように、四国の港

湾が取り扱う貨物は、港湾の近隣に立地する産業集積と密接に関連している。一方、内貿

においては、フェリー貨物の割合が高い港湾も多く、高松港は国内最大のフェリー貨物を

取り扱っている。 

 
表－3.1 四国の重要港湾の取扱貨物量・主要品目、入港船舶、乗降人員 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
資料：平成 16 年港湾統計年報 

うち輸出 主要輸出品目 うち輸入

徳島県 徳島小松島 1,713,687 33,710 紙・パルプ、再利用資材、化学薬品 1,679,977

橘 6,323,502 0 - 6,323,502

香川 高松 316,395 84,883 取り合わせ品、米、産業機械 231,512

坂出 12,406,734 1,095,653 コークス、石油製品、重油 11,311,081

愛媛 松山 1,018,823 390,613
染料・塗料・合成樹脂・その他化学工業
品、化学薬品、その他石油製品

628,210

今治 271,517 82,899
化学薬品、染料・塗料・合成樹脂・その
他化学工業品、電気機械

188,618

東予 1,348,047 436,997 化学薬品、非鉄金属、金属くず 911,050

新居浜 2,379,826 375,917 化学肥料、化学薬品、非鉄金属 2,003,909

三島川之江 5,580,631 14,412 紙・パルプ、取合せ品、非金属鉱物 5,566,219

宇和島 14,952 27 その他製造工業品 14,925

高知 高知 310,339 47,699 金属くず、紙・パルプ、石炭石 262,640

須崎 3,484,535 2,692,969 石炭石、セメント 791,566

宿毛湾 0 0 - 0

37,071,620 5,724,820 31,346,800

1,212,034,195 249,360,076 962,674,119

入港船舶隻数 乗降人員

うちフェリー （隻） （人）

徳島県 徳島小松島 7,703,179 6,202,130 6,863 196,833

橘 3,019,450 - 1,626 9,002

香川 高松 52,444,240 50,529,780 73,283 1,074,895

坂出 12,770,458 - 16,259 4,460

愛媛 松山 15,240,023 10,310,020 36,143 926,014

今治 9,944,558 7,564,955 39,108 377,374

東予 13,094,712 6,631,895 9,046 144,927

新居浜 5,968,215 3,599,980 12,849 106,696

三島川之江 4,259,225 - 9,275 275

宇和島 472,234 123,500 16,395 73,682

高知 高知 8,860,687 2,037,600 6,321 42,169

須崎 12,652,346 - 3,551 -

宿毛湾 144,928 21,075 4,097 13,460

221,679,750 152,338,760 704,167 7,208,577

1,955,825,698 819,089,165 5,302,286 60,095,711

石炭、原油、重油

取合せ品、原木、木製品

水産品

原木、石油製品、化学薬品

金属鉱、砂利・砂、非鉄金属

外貿（フレートトン）

主要輸入品目

木材チップ、原木、木製品

石炭、金属鉱、コークス

石炭、金属鉱、非鉄金属

木材チップ、石炭、紙・パルプ

非金属鉱物、紙・パルプ、衣服・
身廻品・はきもの

石炭、鉄鋼、りん鉱石

石炭、その他林産品、金属製品

-

四国

全国

港名県名

県名 港名
主要品目

内貿（フレートトン）

四国

全国

石炭石、セメント、砂利・砂

石油製品、化学薬品、重油

鋼材、砂利・砂、石炭

化学薬品、染料・塗料・合成樹脂・その他化学工業品、
水

非金属鉱物、石油製品、セメント

石炭、廃棄物、重油

石油製品、コークス、重油

砂利・砂、石油製品、鋼材

紙・パルプ、砂利・砂、再利用資材

砂利・砂、鋼材、非金属鉱物

石炭石、非金属鉱物、セメント

石炭石、セメント、非金属鉱物

その他雑穀、砂利・砂、セメント
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４）バルク貨物の概要 

①バルク貨物の状況 

四国地域内の港湾で取扱われる貨物の内、外貿、内貿とも８割以上は古くから地域の産

業を支えているバルク貨物である。 
四国地域の四国山地から採掘される鉱物資源は、豊富かつ良質であり、四国地域内の港

湾からは、四国山地で採掘され、全国的にも良質とされる石灰石等が搬出されている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－3.5 四国地域内の港湾で取り扱われるバルク貨物の状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－3.6 港湾で取り扱われるバルク貨物の状況（全国） 
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②バルクキャリアの大型化 
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出典：港湾の施設の技術上の基準・同解説（平成１１年４月）

全長 船幅 満載喫水
１万ＤＷＴ 137m 19.9m 8.2m
４万ＤＷＴ 200m 29.9m 11.8m
10万ＤＷＴ 256m 39.3m 15.1m
15万ＤＷＴ 286m 44.3m 16.9m

表－3.2 貨物船の標準船型 

船名 船種 全長 船幅 DWT 満載喫水
ライン　オア 鉄鉱石専用船 315m 54m 233,016 18.3m

松浦丸 石炭専用船 270m 47m 84,565 16.5m

表－3.3 日本船籍の主な大型貨物船 

資料：日本船主協会「海運統計要覧」にもとづき作成。 

（注）１万DWT以上のバルクキャリアが対象。グラフ中の数値は当該年における構成比。 

図－3.6 バルクキャリアの大型化の状況 
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（２）コンテナ貨物の概要 

１）コンテナ貨物を取り巻く状況 

四国においては航路の開設にあわせ、コンテナ船の寄港回数が年々増えており、コンテ

ナ貨物の取扱量も輸入を中心に全国の伸びを上回る勢いで伸びているがここ数年は減少し

ている。 

平成 16 年のコンテナ取扱量は輸出が約 52,00TEU、輸入が 58,000TEU となっており、10

年間で 5倍に増加している。 

 

 

 

 

 

 

 

図－3.7 四国の外貿コンテナ航路寄港回数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－3.8 四国の主要港湾別外貿コンテナ取扱個数の推移（輸出、空コン含む、TEU） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－3.9 四国の主要港湾別外貿コンテナ取扱個数の推移（輸入、空コン含む、TEU） 
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表－3.4 港湾別外貿コンテナ個数ランキング 

順位 港湾名 港湾名
(前年) 合計(TEU) 前年比(%) 輸出(TEU) 輸入(TEU) 合計(TEU) 輸出(TEU) 輸入(TEU)

1 (1) 東京 3,593,751 (7.0%) 1,662,113 1,931,638 3,358,257 1,531,496 1,826,761 東京
2 (2) 横浜 2,726,572 (4.6%) 1,418,826 1,307,746 2,606,497 1,355,691 1,250,806 横浜
3 (3) 名古屋 2,307,150 (7.0%) 1,166,260 1,140,890 2,155,408 1,086,808 1,068,600 名古屋
4 (4) 神戸 1,884,653 (1.8%) 972,857 911,796 1,850,637 955,690 894,947 神戸
5 (5) 大阪 1,802,309 (4.4%) 809,903 992,406 1,725,567 769,145 956,422 大阪
6 (6) 博多 621,068 (8.8%) 311,859 309,209 570,891 281,890 289,001 博多
7 (7) 清水 411,343 (1.3%) 230,136 181,207 405,964 228,595 177,369 清水
8 (8) 北九州 407,695 (1.8%) 215,606 192,089 400,402 209,411 190,991 北九州
9 (9) 苫小牧 170,705 (-5.1%) 83,272 87,433 179,822 86,931 92,891 苫小牧

10 (12) 新潟 157,484 (14.9%) 78,397 79,087 137,069 63,987 73,082 新潟
11 (10) 広島 148,765 (-10.2%) 75,448 73,317 165,683 83,971 81,712 広島
12 (11) 四日市 145,358 (4.5%) 78,349 67,009 139,163 76,724 62,439 四日市
13 (14) 仙台塩釜 98,579 (4.2%) 54,342 44,237 94,636 53,279 41,357 仙台塩釜
14 (13) 水島 98,445 (1.4%) 49,440 49,005 97,073 50,207 46,866 水島
15 (15) 下関 84,703 (3.2%) 42,891 41,812 82,087 40,902 41,185 下関
16 (24) 福山 73,722 (92.0%) 33,676 40,046 38,406 15,624 22,782 福山
17 (16) 那覇 71,043 (-2.6%) 26,850 44,193 72,907 27,225 45,682 那覇
18 (17) 徳山下松 65,120 (-0.7%) 40,633 24,487 65,555 41,156 24,399 徳山下松
19 (20) 伊万里 57,869 (22.1%) 29,043 28,826 47,391 23,268 24,123 伊万里
20 (22) 志布志 57,190 (38.9%) 28,907 28,283 41,164 11,213 29,951 志布志
21 (18) 伏木富山 55,783 (6.2%) 27,756 28,027 52,548 26,203 26,345 伏木富山
22 (25) 三田尻中関 49,972 (30.9%) 30,118 19,854 38,167 22,255 15,912 三田尻中関
23 (19) 千葉 45,015 (-7.0%) 22,860 22,155 48,382 26,207 22,175 千葉
24 (21) 秋田 42,877 (3.6%) 21,262 21,615 41,378 21,093 20,285 秋田
25 (23) 岩国 37,415 (-5.8%) 34,386 3,029 39,711 36,216 3,495 岩国
26 (32) 川崎 34,503 (34.6%) 27,249 7,254 25,638 19,033 6,605 川崎
27 (26) 高松 30,014 (-2.2%) 14,921 15,093 30,694 15,169 15,525 高松
28 (33) 金沢 30,003 (21.1%) 14,869 15,134 24,784 12,347 12,437 金沢
29 (30) 八戸 29,944 (9.3%) 15,061 14,883 27,390 14,350 13,040 八戸
30 (31) 三河 29,301 (10.5%) 14,104 15,197 26,523 13,083 13,440 三河
31 (28) 石狩湾新 28,907 (-3.2%) 14,043 14,864 29,874 14,209 15,665 石狩湾新
32 (29) 松山 28,802 (2.4%) 13,458 15,344 28,119 13,630 14,489 松山
33 (27) 大分 27,402 (-9.0%) 14,071 13,331 30,118 15,456 14,662 大分
34 (34) 境 25,378 (4.8%) 12,599 12,779 24,220 12,051 12,169 境
35 (38) 細島 22,083 (15.5%) 10,766 11,317 19,112 10,066 9,046 細島
36 (35) 直江津 21,555 (-2.7%) 10,687 10,868 22,160 11,092 11,068 直江津
37 (61) 御前崎 20,186 (875.6%) 15,403 4,783 2,069 2,011 58 御前崎
38 (37) 小名浜 18,119 (-9.6%) 9,070 9,049 20,049 9,880 10,169 小名浜
39 (40) 今治 17,728 (8.5%) 8,605 9,123 16,334 8,225 8,109 今治
40 (36) 堺泉北 17,375 (-13.4%) 9,581 7,794 20,058 9,577 10,481 堺泉北
41 (39) 敦賀 16,934 (-4.6%) 8,455 8,479 17,749 8,690 9,059 敦賀
42 (47) 小樽 14,292 (28.6%) 7,248 7,044 11,112 5,633 5,479 小樽
43 (42) 三島川之江 14,234 (-5.4%) 6,282 7,952 15,048 5,563 9,485 三島川之江
44 (43) 徳島小松島 14,139 (-3.9%) 6,942 7,197 14,710 7,197 7,513 徳島小松島
45 (41) 八代 13,682 (-15.7%) 6,783 6,899 16,232 8,130 8,102 八代
46 (44) 釧路 13,192 (-4.9%) 6,897 6,295 13,870 6,959 6,911 釧路
47 (45) 常陸那珂 12,639 (10.3%) 5,246 7,393 11,461 4,953 6,508 常陸那珂
48 (48) 酒田 9,661 (-0.0%) 5,188 4,473 9,663 4,902 4,761 酒田
49 (46) 舞鶴 7,941 (-30.4%) 3,743 4,198 11,412 5,705 5,707 舞鶴
50 (50) 石垣 7,750 (17.4%) 7,750 0 6,600 6,598 2 石垣
51 (49) 和歌山下津 7,626 (-3.3%) 3,611 4,015 7,886 4,119 3,767 和歌山下津
52 (51) 油津 7,604 (30.7%) 3,659 3,945 5,817 2,973 2,844 油津
53 (56) 高知 7,126 (61.1%) 3,545 3,581 4,423 1,345 3,078 高知
54 (57) 長崎 6,616 (71.1%) 3,070 3,546 3,867 382 3,485 長崎
55 (55) 熊本 5,166 (9.5%) 2,653 2,513 4,716 2,333 2,383 熊本
56 (63) 川内 4,465 (196.9%) 2,164 2,301 1,504 790 714 川内
57 (54) 室蘭 4,128 (-20.4%) 2,324 1,804 5,183 3,072 2,111 室蘭
58 (52) 宇部 3,904 (-27.8%) 2,400 1,504 5,409 3,067 2,342 宇部
59 (53) 日立 2,357 (-55.7%) 1,629 728 5,317 3,144 2,173 日立
60 (60) 浜田 2,154 (2.6%) 1,108 1,046 2,099 1,031 1,068 浜田
61 (58) 姫路 1,713 (-42.1%) 226 1,487 2,959 1,349 1,610 姫路
62 (62) 平良 1,713 (10.7%) 1,713 0 1,548 1,547 1 平良
63 - 函館 758 - 352 406 0 0 0 函館
64 (64) 呉 746 (-5.3%) 373 373 788 388 400 呉
65 (66) 横須賀 15 (-6.3%) 0 15 16 0 16 横須賀
- (59) 唐津 0 - 0 0 2,336 1,255 1,081 唐津
- (65) 稚内 0 - 0 0 40 24 16 稚内
- (67) 根室 0 - 0 0 6 0 6 根室

国土交通省港湾局作成

2004年（平成16年：確定値）2005年(平成17年速報値）
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２）四国主要港湾別のコンテナ航路就航状況及びコンテナ貨物取扱状況 
四国には、６つの外貿コンテナ港湾（徳島小松島港、高松港、松山港、三島川之江港、

今治港、高知港）があり、２つの内貿フィーダー港湾（詫間港、新居浜港）がある。 

６つのコンテナ港湾の外貿コンテナ貨物量は、約 13 万８千 TEU（前年比 2.0％）である。 

釜山航路は、松山港、今治港が４便／週、高松港が３便／週、徳島小松島港、三島川之

江港が２便／週である。他に高松港に中国(大連、青島)航路が２便／週、松山港に中国（上

海）航路が１便／週、東南アジア（基隆港、高雄港、マニラ港、香港）航路が３便／週で

ある。 

神戸港、大阪港への内貿フィーダー航路（コンテナ及びフェリー）は、37.5 便／週あり、

便数としては、外貿コンテナ航路より多頻度である。 

 

表－3.5 四国主要港湾別のコンテナ航路就航及びコンテナ貨物取扱の概要 

外貿コンテナ航路数 
港湾名 

外貿貨物 
取扱量 

（2005） 韓国航路 中国航路 その他 

内貿 
フィーダー 

航路 
荷役機器 

徳 島 小
松島港 

14,139 
TEU 

2 便／週 
【釜山、平澤】 

― ― ― ジブクレー
ン 

高松港 30,014 
TEU 

3 便／週 
【釜山、蔚山】 

2 便／週 
【上海、大連・

青島】 

― ・神戸・大阪 
（1.5 便／週） 
・大阪・北海道 
（1便／週） 

ジブクレー
ン 

詫間港 4,169  
TEU※ 

― ― ― ＜フェリー＞ 
・神戸・大阪 
（不定期） 

クローラク
レーン 

松山港 40,282 
 TEU 

4 便／週 
【釜山】 

1 便／週 
【上海】 

3 便／週 
【基隆、高雄、
マニラ、香
港】 

・神戸・大阪 
（3便／週） 
・神戸・小倉 
（1便／週） 

ガントリー
クレーン 

三 島 川
之江港 

28,394 
TEU 

2 便／週 
【釜山】 

― ― ・神戸・大阪 
（3便／週） 

ジブクレー
ン 

今治港 17,728 
TEU 

4 便／週 
【釜山】 

― ― ・神戸 
（5便／週） 

ガントリー
クレーン 

新 居 浜
港 

72,528 
TEU※ 

― ― ― ＜コンテナ船
＞ 

・大阪 
（2便／週） 
＜フェリー＞ 
・大阪 
（2便／日） 
・神戸 
（1便／日） 

クローラク
レーン 

高知港 7,011 
TEU 

1 便／週 
【釜山、蔚山】 

― ― ― ガントリー
クレーン 

合計 137,568 
 TEU 

16 便／週 3 便／週 3 便／週 37.5 便／週  

注）・※内貿コンテナ航路及びフェリー航路による神戸・大阪港との貨物量（合計には含まない） 
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３）外貿相手国及び品目の状況 

・四国地方で生産・消費される輸出入コンテナ貨物も相手国は、輸出、輸入ともに東アジ

アが最も多く、北米が次に多い状況となっている。 

・品目別の内訳をみると、輸出では「金属機械工業品」「化学工業品」「軽工業品」の順で

あり、輸入では、「特殊品」「金属機械工業品」「雑工業品」の順となっている。 

・東アジアにおけるコンテナ航路も拡大されており、今後も東アジアとの関係が強まって

いくことが想定される。 

図－3.10 貿易相手国の構成 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－3.11 輸出入品目の内訳 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－3.12 四国における外貿定期コンテナ航路の開設動向 

 
 
 
 
 
 
 
 

輸出

東アジア

45.0%

アジア州

24.7%

ヨーロッパ州

8.0%

北アメリカ州

19.5%

大洋州

1.6%南アメリカ州

0.6%

アフリカ州

0.6%

ﾌｨｰﾀﾞｰ貨物
85,356トン
（100.0％）

輸入

北アメリカ州

27.1%

大洋州

5.9%

アフリカ州

6.2%
南アメリカ州

2.2%

ヨーロッパ州

8.0%

アジア州

13.1%

東アジア

37.5%
ﾌｨｰﾀﾞｰ貨物
97,644トン
（100.0％）

出典：外貿コンテナ貨物流動調査（平成 15 年）
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金属機械工
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18.1%

化学工業品

32.7%

軽工業品

25.2%

雑工業品

11.5%

特殊品

10.0%

農水産品

0.5% 林産品

0.0% 鉱産品

1.9%

ﾌｨｰﾀﾞｰ貨物
85,356トン
（100.0％）

輸入

金属機械工

業品
9.8%化学工業品

7.3%

軽工業品
17.1%

雑工業品

19.7%

特殊品

11.0%

鉱産品
7.1%

林産品
9.2%

農水産品
18.8%

ﾌｨｰﾀﾞｰ貨物
97,644トン
（100.0％）
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４）コンテナ船の大型化 

東アジアをサーキットするコンテナ船で、四国の港湾に寄港するコンテナ船の諸元を整

理したのが表－3.5である。また、その結果を建造年で整理したのが図－3.13である。四国

に寄港するコンテナ船は、  
上海航路：766 TEU （12,578 DWT） 
台湾航路：511 TEU  （ 8,515 DWT） 
韓国航路：342 TEU （ 5,848 DWT） 

となっており、航路の多様化と共に船型も大型化していることが理解される。 
 

表－3.6 四国各港へ寄港する外貿定期コンテナ船の諸元 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

資料：国際輸送ハンドブック 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－3.13 四国の入港する外貿コンテナ船の建造年とTEUの関係 
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５）四国の主要港における空コンテナの融通状況 

 四国の外貿港湾は、輸入超過の傾向にあり、輸入に使用した空コンテナの融通（ポジシ

ョニング）が生じる。基本的に、空コンテナは釜山港に返されている。 

内貿ヂーダー航路の場合に発生した空コンテナは、神戸港に返される傾向にある。 

 

表－3.7 空コンテナ融通の状況 

港湾名 空コンテナ融通の状況 
徳島小松島港 ○外貿航路 

・釜山港に、返却している。国内他港湾に空コンテナを横持ち輸送
し、輸出用に使用することはない。 

高松港 ○内航フィーダー航路 
・神戸港に返却する場合が多い。  

詫間港 ○内航フェリー航路 
・新居浜港に返却する場合が多い。  

松山港 ○外貿航路 
・釜山港に返却する場合が多い 
 
・釜山航路は輸出超過であり、空コンテナが不足しているため、釜

山港から輸入している。その他相手港との輸送は輸入超過であり、
各航路毎に空コンテナを相手港に輸出している。 

三島川之江港 ○外貿航路 
・輸入超過であり、基本的には、釜山に返却しているが、途中寄港

する今治、松山で使いたいという要望があれば、降ろすこともあ
る 

 
○内航フィーダー航路 
・移入超過であり、神戸・大阪に返却している。 

今治港 ○外貿航路 
・トン数ベースで、輸出入のバラン スは取れているが、輸出は 20ft、

輸入は 40ft コンテナの利用が多いため、釜山港との間で空コンテ
ナのポジショニングが必要となっている。 

 
○内航フィーダー航路 
・移出超過のため、神戸、大阪より空コンテナを移入している。 

新居浜港 ○内航フェリー航路 
・神戸港・大阪港との間で空コンテナのポジショニングを行ってい

る。 
高知港 ○外貿航路 

・輸入超過のため、釜山に返却することが多い。  
 資料：電話問い合わせにより作成 
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６）四国の主要港におけるコンテナ施設に関わる問題点・課題 

 四国の外貿コンテナ港湾におけるコンテナ施設に関わる問題点としては、①クレーン（徳

島港、高松港、松山港（増設））、②ヤードの狭さ（徳島港、高松港、三島川之江港）が指

摘されている。他に、照明施設（三島川之江港）、ヤードの地盤の維持管理（徳島港）など

が指摘されている。 

 

表－3.8 ターミナルにおける問題点・課題についてのヒアリング結果 

港湾名 内容 対象 資料 
・ジブクレーンのみしかなく荷役がし難い。  
・コンテナヤードが狭い。  

港運 A 
 

・ジブクレーンのみしかなく荷役がし難い。  
・コンテナヤードが狭い。  
・ヤードの地盤が劣化している。  

港運 C 

・ジブクレーンでは船舶の大型化に対応できておらず、入港できる船舶が
限定されている。 

港運 A 

徳島 
小松島港 

・コンテナヤードが狭く、コンテナ貨物の置き場がないこと。  港運 A 

・ターミナルが狭い為、空コンテナが納まりきらなくなった場合、近くに
ある空き地へ一時、搬出仮置きをしている。 

港運 
 

B 
C 

・クレーンの整備、ＣＹの面積に問題があり、早急な対応が必要である。 
 

港運 B 

・荷役のスピードアップのためにガントリークレーンの設置ならびに荷役
時間の延長も期待したい。 

荷主 A 

高松港 
 

・ジブクレーンしかなく、大型化した船舶が物理的な問題で寄港できない
可能性がある。 

港運 A 

・ 1 バース、１ガントリーでは不十分である。 港運 B 松山港 
 ・ 1 バース、1 ガントリーでは不十分であり、船舶の沖待ちが発生してい

る。 
港運 C 

・三島川之江港のバースは、荷役中には他船が係留が出来ず、船の沖待ち
が発生している。 

・宮川岸壁（金子 14 岸の陸側）には係留できるが、ピットの配置が悪く、
499ｔ型しか係留できない。 

船主 A 

・現在コンテナ貨物を取り扱っている既存岸壁の背後には十分なコンテナ
ヤードなく、円滑で効率的な貨物輸送に支障をきたしているため、三島
川之江港金子地区で-１４ｍ岸壁及び背後のふ頭用地を整備中である。 

港湾 
管理者 

D 

三島 
川之江港 
 

・現在の照明施設では夜間荷役を実施できない  港運 C 
・港湾周辺の騒音規制により、夜間荷役ができない。  港運 A 
・コンテナ用荷役設備の維持・更新にかかる経費が負担となっている。  港湾 

管理者 
D 

今治港 
 

・ヤードが細長いため、荷役がしづらい。  港運 C 
新居浜港 
 

・新居浜港の埠頭用地はコンテナヤードとして使用することを想定して整
備されていないため、ヤード内の路面の損傷が著しく、毎年補修、改良
が必要となっている。 

港湾 
管理者 

D 

高知港 ・特になし  港運 C 
資料：A：平成 18 年度調査ヒアリング結果 
   B：「平成 15 年度 四国港湾物流検討調査」ヒアリング結果 
   C：港湾運送事業者への電話問い合わせ結果 
   D：港湾管理者へのアンケート結果 
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７）四国の主要港における荷役の時間帯の実態と夜間荷役の可能性 

 夜間荷役を行わないとしているのは、高松港（但し、内貿フィーダーは行う）、今治港（騒

音規制）、三島川之江港（照明施設不備、但し、必要な場合は自社設備で対応）である。 

それ以外においては、基本的に必要な際は、夜間荷役を行うとしている。 

 

表－3.9 主要コンテナターミナルにおける荷役の時間帯の実態と夜間荷役の可能性 

港湾名 外貿／ 
内貿 

荷役業務 
実施時間帯 夜間荷役の実施状況 今後の夜間荷役の可能性 

徳島 
小松島港 
 

外貿 
 

・ 8:00～21:00 ・ 24:00 位まで時間を延長し
荷役を行うこともまれに
ある。 

・コンテナ船のスケジュールに
よっては深夜における荷役
の実施も有り得る。 

外貿 
 

・ 8:30～16:30 ・ 19:00 位まで時間を延長
し、荷役を行うこともあ
る。 

・物理的な制約は特にないが夜
間に労働することは想定し
ていない。 

高松港 

内航 
フィーダー 

・ 7:30～8:00 ・現在、荷役は早朝のみの実
施。 

・船舶のスケジュール上、荷役
が夜間に及ぶ場合は対応す
る。 

詫間港 内航 
フィーダー 

・ 6:30～7:30 ・現在、荷役は早朝のみの実
施。 

・船舶のスケジュール上、荷役
が夜間に及ぶ場合は対応す
る。 

外貿 
 

・月曜  
13:00～15:00 

 16:00～20:00 
・土曜  

13:00～16:00 

― ― 

外貿 
 

・火曜  
13:00～16:00 

・水曜  
8:30～12:00 

・木曜  
18:00～21:00 

・金曜  
18:00～24:00 

・船舶の遅れにより、荷役が
深夜に及ぶこともある。 

 

・ 24 時間の荷役体制を取ってい
る。しかし、着岸が深夜の場
合は、翌朝に荷役を実施する
ことが多い。 

松山港 

内航 
フィーダー 

・月曜  
午前～昼過ぎ 

・現在荷役は、朝から昼間の
み実施している。 

― 

外貿 
 

・ 8:00～14:00 
 

・遅くとも 19:00 には荷役を
終了している。それ以降は
翌日にまわしている。 

・船社との取り決め上、夜間荷
役は行わない。 

・夜間荷役が可能な照明施設が
整備されていない。 

三島 
川之江港 
 

内航 
フィーダー 
 

・ 8:00～17:00 ・船舶の遅れにより、荷役が
22:00 位まで及ぶことが
ある。 

・夜間荷役が可能な照明施設が
整備されておらず、荷役が夜
間に及ぶ際は、自前で照明施
設を準備している。 

外貿 
 

・ 8:00～ ・現在、荷役は午前中のみ実
施している。 

・港湾周辺の騒音規制により、
日没以降の荷役ができない。 

今治港 
 
 内航 

フィーダー 
・ 7:00～8:00 ・現在、荷役は午前中のみ実

施している。 
・港湾周辺の騒音規制により、
日没以降の荷役ができない。 

新居浜港 内航 
フェリー 

・ 7:50～20:40 
 

― ・荷役は 24 時間対応可能であ
る。 

高知港 外貿 
 

・木曜  
8:30～14:00 

 

・夜間の荷役は実施していな
い。 

・日没まで荷役を実施するとい
うことで、船社と契約してい
る。 

・照明施設は夜間荷役に対応し
たものとなっている。 

資料：電話問い合わせにより作成 
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８）四国主要港湾におけるＣＦＳの整備状況 

公共コンテナターミナル内にＣＦＳが整備されているのは、徳島港、高松港である。松

山港では、ＣＦＳの整備が検討されている。 

 なお、小口混載サービスが実施されているのは、徳島港（釜山港経由全世界）、松山区（上

海）、高知港（釜山港・韓国）のみである。 

 

表－3.10 四国主要港湾ＣＦＳの整備状況 

港湾名 港湾 
管理者 

ＣＦＳの 
有無 ＣＦＳ概要 整備計画の 

有無 
徳島小松島港 
 

徳島県 ○ ・棟数： 1 
・延床面積： 3,200 ㎡ 
・床：高床  
・搬出入口：両側  

× 

高松港 
 

香川県 ○ ・棟数： 1 棟 
・延床面積： 309 ㎡ 
・床：（調査中） 
・搬出入口：（調査中） 

× 

詫間港 香川県 × ― × 
松山港 
 
 
 
 

愛媛県 × ※ターミナル直背後に FAZ 施設
あり。 

＜FAZ 施設＞ 
・施設名：  
愛媛国際物流ターミナル 
（I-LOT） 

・延床面積： 46,450 ㎡ 

松山港利用
促進協議会
で検討中 

三島川之江港 愛媛県 × ― × 
今治港 今治市 × ― × 
新居浜港 新居浜港務局 × ― × 
高知港 高知県 × ※ターミナル隣接地に FAZ 施設

あり。 
＜FAZ 施設＞ 
 普通倉庫：1 棟（4,000 ㎡） 
 上屋  ：1 棟（3,000 ㎡） 
 冷凍倉庫：1 棟（4,500 ㎡） 

× 

資料：港湾管理者へのアンケート調査結果 
   日本港湾協会「日本の港湾 2005」（2005 年 1 月 31 日） 
   ㈱オーシャンコマース「国際輸送ハンドブック」（2005 年 12 月 20 日） 
   各港湾 HP 
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（３）内貿フェリー・コンテナ航路の概要 

１）貨物輸送手段、フェリー輸送航路 

四国地域の貨物輸送手段をみると、九州地域への輸送は旅客船による輸送が最も多い。

九州のほか、近畿と中国で旅客船の輸送が見られるものの、その他の地方おいては、自

動車、鉄道がそのほとんどを占めている。 

長距離フェリー航路は 23 航路あり、うち３航路が四国を経由または発着している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－3.14 四国発着旅客流動機関分担率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－3.15 四国のフェリー航路図 

 

表－3.11 四国を経由する長距離フェリー航路    表－3.12 中距離以下の航路数 

 

 

 

 

 

 

事業者名 航路 

関西汽船（株） 大分－松山－神戸・大阪 

（株）ダイヤモンドフェリー 大分－松山－今治－神戸 

オーシャン東九フェリー

（株） 東京－徳島－新門司 

※  ：沖縄航路は除く 
   ：貨物フェリー、ＲＯＲＯ船は含まない 
出典：（財）日本海事広報協会資料 

未更新 

四国発旅客流動機関分担率（H15）

24.3%

15.6%

31.8%

13.8%

13.2%

18.4%

4.4%

17.9%

68.2%

78.7%

63.4%

63.5%

95.2%

18.6%

0.0%

13.4%

18.1%

0.4%

37.6%

100.0%

75.7%

80.4%

0.0%

7.5%

10.0%

25.9%

3.7%

0.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

北海道

東北

関東

北陸

中部

近畿

中国

四国

九州

鉄道 自動車 旅客船 航空

出典：旅客地域流動調査

四国着旅客流動機関分担率（H15）

26.1%

15.9%

100.0%

14.6%

12.2%

18.3%

4.4%

17.0%

77.5%

64.6%

63.8%

95.2%

20.2%

13.4%

17.9%

0.4%

36.9%

100.0%

73.9%

80.1%

7.9%

9.8%

0.0%

0.0%

25.9%

3.7%

0.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

北海道

東北

関東

北陸

中部

近畿

中国

四国

九州

鉄道 自動車 旅客船 航空

出典：旅客地域流動調査

種別 航路数 

中距離フェリー 20 

離島フェリー 18 

出典：港湾データブック 
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２）四国地域におけるフェリー貨物 

四国地域におけるフェリー貨物は本四三架橋の開通に伴い、港湾によっては激減してお

り、全体としても減少傾向にある。しかし、現在でも全国のフェリー貨物の 17.4％(平成

15 年)と高いシェアを占め、各地域の港湾と人・物を結ぶ重要な輸送手段となっている。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

17.4%17.2%17.0%16.9%17.1%

18.0%

17.3%17.4%17.4%17.1%17.4%17.1%17.3%17.5%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

Ｈ２ Ｈ３ Ｈ４ Ｈ５ Ｈ６ Ｈ７ Ｈ８ Ｈ９ Ｈ10 Ｈ11 Ｈ12 Ｈ13 Ｈ14 Ｈ15

◆昭和 63 年４月：児島・坂出ルート開通  
◆平成７年１月：阪神・淡路大震災  
◆平成 10 年４月：神戸・鳴門ルート開通  
◆平成 11 年５月：尾道・今治ルート開通  

九州

24%

四国

18%
中国

8%
北海道

12%

近畿

12%

東北

18%

中部

3%関東

4%

北陸

1%
沖縄

0%

四国
20%中国

9%

北海道
14%

近畿
15%

中部
4%

九州
26%

関東
4%

東北
7%

沖縄
0%

北陸
1%

長距離フェリー貨物の推移

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

H12 H13 H14 H15 H16

（千トン）

徳島小松島 高知

出典：港湾統計（平成元年～平成 15 年） 

図－3.16 全国のフェリー貨物量に占める四国のシェアの割合 

図－3.17 長距離フェリー貨物量の推移 

出典：H16 港湾統計 

図－3.18 フェリー貨物量の割合（移出） 

出典：H16 港湾統計 

図－3.19 フェリー貨物量の割合（移入） 
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３）フェリーの大型化・高速化の動向 

国内長距離フェリーの就航年と船型（総トン数）の関係をみると、就航年が新しいほど

船型も大きくなっている傾向が見て取れる。また、就航年と速度の関係においても就航年

が新しいほど速度も速くなっている。 

 
 
 
 
     
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－3.20 国内長距離フェリーの就航年と船型（G/T）の関係 

                        
 
 
 
 
 
 
                      
 
 
 

 

 

 
 

図－3.21 国内長距離フェリーの就航年と速度（Kt）の関係 
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４）１航路当りのフェリー貨物量の推移 

１航路当りのフェリー貨物量は増加傾向にあり、集約化されて大型化しているといえ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－3.22 1 航路当たりのフェリー貨物量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１航路当りのフェリー貨物量の推移

0
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Ｈ２ Ｈ３ Ｈ４ Ｈ５ Ｈ６ Ｈ７ Ｈ８ Ｈ９ Ｈ10 Ｈ11 Ｈ12 Ｈ13 Ｈ14 Ｈ15 Ｈ16

（万トン/航路）

・貨物需要の増加、輸送の効率化のため、内航フィーダー、フェリー船の大型化が続いている 

大型化するフェリー船の一例 大型化する内航フィーダー船の一例 

オレンジフェリー 

  （大阪港、神戸港～新居浜港、東予港、詫間港）

「おれんじエース」   ７，３１８ＧＴ（トラック１０７台）

大型化 
平成１７年１月～

「おれんじホープ」  １５，７３２ＧＴ（トラック１５４台）

写真提供：四国開発フェリー（株）

７４９ＧＴ型（２４０～２５０ＴＥＵ）

写真提供：井本商運（株） 

大型化 
平成１６年１月～

井本商運 

  （大阪港、神戸港～松山港、新居浜港、詫間港、高松港）

４９９ＧＴ型（７２～１４０ＴＥＵ）

【トピックス：船舶の大型化】 
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５）本四架橋が与えた影響 

平成 10 年の明石海峡大橋開通以降、自動車交通量は 40,000 台/日に増加しており、本州・

四国間の交流が促進されたことが顕著に現れている。 

その一方でフェリーによる自動車利用が減少し、平成 12 年では昭和 62 年に対して半減

しており、平成 13 年以降は 3,000 台を割り込み、以降も減少傾向となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－3.23 本州四国間自動車交通量の推移 

 
         
            
 

 

 

 

 

 

 

図－3.24 四国発着のフェリー航路数の推移 

表－3.13 本州四国連絡橋の供用に伴う航路再編成状況（平成12年４月現在） 

分 航路の廃止 航路規模の縮小 

架橋 
供用開始 

航路数 事業者数 航路数 事業者数 

因島大橋 昭和58年12月 5 5 3 3 

大鳴門橋 昭和60年６月 1 1 4 3 
伯方・大島大橋  昭和63年１月 7 4 － － 

児島・坂出ルート  昭和63年４月 8 7 9 9 
生口橋 平成３年12月 2 2 2 2 

明石海峡大橋 平成10年４月 18 13 8 8 
新尾道大橋等 平成11年５月 10 9 10 10 

 

注）１．昭和 63 年度の瀬戸中央自動車道は、

4 月 10 日～３月 31 日の値 
２．昭和 62 年度のフェリー航走台数に

は、廃止航路を含む。 
３．フェリー航路は高松～宇野・西讃～

中国・徳島～阪神・香川～阪神・愛

媛～中国・高知～阪神航路であり、

淡路～阪神航路は含まない。 
４．大鳴門橋には、淡路島～四国利用の

交通量を含む。 
 
出典：本州・四国間の旅客及び貨物の動向（平

成 17 年度 概要）四国運輸局 交通

環境部 
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H11.5　尾道・今冶ルート開通
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（100km以上）
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出典：日本海運の現況（平成 12 年版）運輸省海上交通局
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６）内貿フィーダー輸送の状況 

 四国4県を生産地（消費地）とする輸出入貨物の四国内港湾利用と大阪・神戸港利用の割

合を下図に示す。 
 4県とも大阪港・神戸港を利用する場合が 50％を超えており、徳島県の輸出については、

8割以上の割合となっている。 
 四国内港湾利用の割合が最も大きな県は、県内に松山港、今治港をようする愛媛県であ

り、輸出は38.2％、輸入は43.9％となっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－3.25 大阪・神戸港へのフィーダー輸送の状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－3.26 四国の内貿定期コンテナ等航路図 
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7.8%

大阪・
神戸港

53.6%

計 10,784トン

詫間港

神戸港

新居浜港

大阪港

松山港

高松港

三島川之江港

６

千葉港

水島港

３

玉島港

唐津港・那覇港

２

１

苫小牧港・釧路港

１

那覇港

徳山港

0.5

日立港・小名浜港
・門司港

日立港

１

１

今治港

井本商運

大王海運

大王海運
（RORO船）

南日本汽船

日本海運 丸三海運

山 九

川崎近海汽船・三菱化学物流
共同配船センター

国華産業

ユニエックス

１

１

数字 ： 便数／週

苫小牧港・
釧路港

岩国港
１

２
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（４）四国の航空貨物の概要 

四国各空港からの航空貨物量は国内線で約 32,000 トン、国際線で 80 トン程度に留まっ

ている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

図－3.27 四国の空港別航空貨物量の推移 
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４．その他関連資料 

 
（１）国際フェリー・ＲＯＲＯ航路の状況 

１）国際線フェリー航路の状況 

関西及び九州地方発着の国際線フェリー等の運航状況は以下に示すとおりである。 
 

表－4.1 国際フェリー航路の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－4.1 国際線フェリー等航路図 

種類 航路 便数 船名 総トン数 航海速力 旅客定員 積載可能量 所要時間

RORO 上海⇔神戸・大阪 1便/週 XIN JIAN ZHEN 14,543 21 345 250（20フィートコンテナ） 44時間
RORO 大阪⇔上海 1便/週 蘇州号 14,410 21 272 200（20フィートコンテナ） 45時間
RORO 神戸⇔天津 1便/週 燕京 9,960 20.1 399 161（20フィートコンテナ） 50時間
RORO 大阪⇔釜山 3便/週 PANSTAR DREAM 21,607 25.16 550 220TEU 18時間
RORO 下関⇔青島 3便/週 ゆうとぴあ２他 26,933 22.6 475 269シャーシ 25時間
RORO 下関⇔上海 ２便/週 ゆうとぴあ２ 26,901 22.6 265（シャーシ）
フェリー 下関⇔釜山 1便/日 はまゆう他 16,187 18 438 乗30、ト91 13時間

フェリー 博多⇔釜山
1便/日
(日曜除く）

ニューカメリア 19,961 23.5 522 220（20フィートコンテナ） 5.5時間

高速船 博多⇔釜山 5便/日 ビートル2世他 164 45 215 - 2時間55分
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２）ＲＯＲＯ船航路の推移 

ＲＯＲＯ船の航路数を 2001 年と 2006 年で比較したものが以下の表である。中国航路で 9

便、韓国航路で 1便の増加となっているが、東南アジア航路では大幅に減少している。 

 

表－4.2 ＲＯＲＯ航路数の変化 

 

 

 

 

 

表－4.3 中国航路のＲＯＲＯ船航路 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－4.4 韓国航路のＲＯＲＯ船航路 

 

 

 

 

 

 

2006年 2001年
中国航路 9 5
韓国航路 4 3
東南アジア航路 6 29

航路 年 Vessel TEUs 航路の経路
Utopia2 269 青島-下関-上海-下関-青島

Utopia 265 青島-下関-青島-下関-青島

XIN JIAN ZHEN 250 上海-大阪-神戸-上海-神戸-大阪-上海

Fortune River 200 横浜,名古屋,神戸-大連,新岸,青島,上海,Huangpu

Su Zhou Hao 200 大阪-上海-大阪

Yanjing 161 神戸-新岸-神戸

Fortune Trade l 横浜,名古屋,神戸-大連,新岸,青島,上海,Huangpu

Fortune Wind 横浜,名古屋,神戸-大連,新岸,青島,上海,Huangpu

上海 Super Express 上海-博多-上海

YAN JING 161 神戸-新岸-神戸

XIN JIAN ZHEN 242 上海-大阪-神戸-上海-神戸-大阪-上海

Fortune Trade 横浜, 名古屋, 大阪-新岸, 青島, 上海, Huangpu, 長江, Beihai, 海口, 連雲

Fortune Wind 横浜, 名古屋, 大阪-新岸, 青島, 上海, Huangpu, 長江, Beihai, 海口, 連雲
SUZHOUHAO 200 大阪-上海-大阪

中国

2006

2001

Vessel TEUs 航路の経路

New Camellia 220 釜山-博多-釜山

Hamayuu 140 釜山-下関-釜山

Seong Hee 100 釜山-下関-釜山

Panstar Dream 220 釜山-大阪-釜山

CAMELLIA 120 釜山-博多-釜山

Fery Pukwan 60 釜山-下関-釜山
Hamayuu 140 釜山-下関-釜山

韓国

2006

2001

：国際フェリー航路（貨客） ：増加航路
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（２）港湾施設の老朽化 

以下に四国関内の国有港湾施設の経過年数を示す。建設から 30 年以上が経過した施設が

56％を占めており、全体的に港湾施設の老朽化が進んでいることが分かる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図－4.2 四国関内の国有港湾施設の経過年数 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－4.3 四国関内の国有港湾施設の経過年数（岸壁） 
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（３）ポートセールスの状況 

 
１）四国の各港湾のポートセールス実施状況 

 四国の主要港湾 6 港のポートセールス実施状況を下表に示す。 
 6 港の内、徳島小松島港、高松港、松山港、高知港がポートセミナーや企業訪問等のポー

トセールス活動を展開している。中でも松山港が最もポートセールスに対して積極的であ

り、松山港利用促進協議会が、県内外におけるポートセミナー、国内外における企業訪問

等のポートセールスを実施している。県外におけるポートセミナーを実施しているのは、

松山港のみである。 
 

表－4.5 四国の各港湾のポートセールス実施状況 

  １７年度 １８年度 

徳島小松島港 

＜ポートセミナー＞ 
○県内 
・徳島ＣＴ10 周年式典（韓国船社を

招待） 
・セミナー開催（1回） 
＜企業訪問等＞ 
・企業訪問（県内企業 15 社） 

＜ポートセミナー＞ 
○県内 
・県内企業向けセミナー開催 
＜企業訪問等＞ 
・企業訪問（県内企業 22 社） 
・韓国におけるポートセールス（１回）
 

高松港 

＜企業訪問等＞ 
・企業訪問（県内 9社、徳島県 2社）  
・海外におけるポートセールス（韓国）

＜企業訪問等＞ 
・企業訪問（県内 20 社程度（予定含
む）） 

・海外におけるポートセールス（韓国）

三島川之江港 ・実施無し ・実施無し 

今治港 ・実施無し ・実施無し 

松山港 

＜ポートセミナー＞ 
○県内 
・松山港利用促進協議会設立 10 周年

記念事業においてセミナー開催（県
内 1回） 

○県外 
・セミナー開催（大阪 1回） 
＜企業訪問等＞ 
・企業訪問 14 回実施（関東 6 回、京

阪 4回、四国 3回、東北 1回） 
・海外におけるポートセールス２回

（上海、青島、無錫） 

＜ポートセミナー＞ 
○県外 
・セミナー開催（東京 1回）  
＜企業訪問等＞ 
・企業訪問（国内７回） 
・海外におけるポートセールス２回
（中国） 

高知港 

＜ポートセミナー＞ 
○県内 
・セミナー開催（1回） 
○海外 
・セミナー開催（上海 1回） 
＜企業訪問等＞ 
・海外におけるポートセールス（スリ

ランカ、青島） 
・海外の展示会へ出展（上海 2回） 

＜ポートセミナー＞ 
○県内 
・セミナー開催（2回） 
＜企業訪問等＞ 
・海外におけるポートセールス（青島、

韓国、ベトナム、インドネシア） 

資料：四国地方整備局資料 
   日本海事新聞社「日本海事新聞」 
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２）国内港湾のポートセミナー実施スケジュール（2006 年 11 月～2007 年 3 月） 

 2006 年 11 月～2007 年 3 月までに、下図に示す回数のポートセミナーが実施されるスケ

ジュールとなっている。 
最も多くの開催を予定しているのは、四日市港（4 回）であり、境港（3 回）、下関港（3

回）が次点となっている。四国の港湾については、松山港利用促進協議会による東京にお

いてのセミナー（1 回）のみである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－4.4 国内港湾のポートセミナー実施スケジュール（2006.11～2007.3） 

 
表－4.6 国内港湾のポートセミナー実施スケジュール（2006.11～2007.3） 

局 対象港 開催場所 主催者 
北海道 なし   

八戸港 盛岡 八戸市・八戸港国際物流拠点化推進協議会・八戸市
企業誘致促進協議会 

東北 
酒田港 東京 酒田リサイクルポート推進協議会、山形県港湾協

会、酒田港湾振興会 
横浜港 横浜 横浜港振興協会 
横浜港 横浜 横浜港振興協会 

関東 
東京港 東京 東京都港湾局、（財）東京港埠頭公社、（社）東京

都港湾振興協会共催 

新潟港 新潟 
新潟商工会議所、新潟経済同友会、環日本海経済研
究所、新潟貿易ターミナル、NPO 法人北東アジア
輸送回廊ネットワーク、新潟港振興協会 

北陸 

岩船港   
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局 対象港 開催場所 主催者 
直江津港 高崎 上越市、直江津港湾協会 
直江津港 未定 直江津港湾協会 
姫川港  姫川港整備促進同盟会 

伏木富山港 富山 富山新港港湾振興会、臨港道路富山新港東西線整備
促進同盟会、射水市 

北陸３県の港 富山 北陸環日本海経済交流促進協議会 
伏木富山港 未定 臨港道路富山新港東西線整備促進同盟会 
金沢港 東京、金沢等  

 

七尾港 東京 石川県/七尾市/七尾港整備・振興促進協議会  

清水港 浜松 
清水港ポートセールス実行委員会（清水港利用促進
協会）（静岡県・静岡市・清水港利用促進協会の三
者で構成） 

四日市港 津 四日市港利用促進協議会 
四日市港 東京 四日市港利用促進協議会 
四日市港 大阪 四日市港利用促進協議会 

中部 

四日市港 タイ 四日市港利用促進協議会 
近畿 和歌山下津港 和歌山市 和歌山県 

広島港、福山港、尾
道糸崎港 東京 広島県 

浜田港 東京 島根県 
境港 米子市 境港貿易振興会/境港管理組合 
境港 東京 境港貿易振興会/境港管理組合 
境港 大阪 境港貿易振興会/境港管理組合 

中国 

水島港 東京 岡山県 
四国 松山港 東京 松山港利用促進協議会 

下関港 大阪 下関市、下関港湾協会 
下関港 東京 下関市、下関港湾協会 
下関港 下関 下関市、下関港湾協会 
北九州港 東京 北九州港セミナー実行委員会 
博多港 大阪 福岡市、社団法人博多港振興協会 
三池港 東京 マイポートみいけ利用促進協議会 
伊万里港 長崎市内 伊万里振興会 

九州 

細島港、宮崎港、油
津港 東京 宮崎県ポートセールス協議会 

沖縄 （なし）   
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（４）九州地方、中国地方、近畿地方の戦略チームの状況 

 
１）北部九州国際物流戦略チーム 

①北部九州国際物流戦略チームの開催状況 

 2006 年 9 月 5 日の、北部九州国際物流戦略チーム第２回会合において、中間とりまとめ

を行った。今後は、2007 年 3 月の「北部九州国際物流戦略に関する提言（仮称）」を目途

に各種物流施策を検討していく予定である。 
 中間とりまとめの概要は下図の通りである。 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：第２回北部九州国際物流戦略チーム 資料 

図－4.5 北部九州国際物流戦略チーム中間とりまとめ 

 

②「北部九州国際物流戦略チーム」おける四国の位置付け 

特に、四国を特定化した位置づけはないが、他地方も広く視野に入れた「国内外ネット

ワークの構築」が「現状の課題の抽出と整理」で挙げられている。 
（３）国内外ネットワークの構築 
○環境負荷低減はもとより、荷主のニーズに即した物流の選択肢として注目されているシ

ーアンドシーにおいて、外・内貿対応ふ頭の効率的な再配置やふ頭間連絡道路の整備等、

内航フィーダーサービスの充実のための施策が必要と考えられる。 
  〔資料〕第２回北部九州国際物流戦略チーム、「北部九州国際物流戦略チーム中間とり

まとめ」、平成 18 年 9 月 5 日（P.4） 
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また、上記を受け、「基本方向２ 北部九州と東アジアを結ぶシームレス物流ネットワー

クの形成」において、「国内物流網の充実」を位置づけ、さらに、「戦略⑤ 国際フェリー・

RORO 船等ネットワークの構築」において、「近海航路におけるシャトルサービスによる、

大消費地圏をターゲットとし、リードタイムの短さを特色とした新しいネットワークの構

築を図るとしている。 
 
２）中国地方国際物流戦略チーム 

①中国地方国際物流戦略チームの開催状況 

2006 年 8 月 2 日の本会議に引き続き、2006 年 9 月 4 日に第一回部会を開催した。第一

回部会では、中国地方における国際物流の現状分析を中心に行われており、課題と対策案

が示されている。今後は 2 度の部会を開催し、2007 年 3 月の本会議において提言を取りま

とめるとしている。 
表－4.7 中国地方国際物流戦略チームのスケジュール案 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  資料：中国地方国際物流戦略チーム 第一回部会 資料 

図－4.6 中国地方国際物流戦略チームの論点案（課題と対策案） 
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②中国地方国際物流戦略チームおける四国の位置付け 

四国地方の松山港は、中国地方の三田尻中関港・広島港・水島港と定期コンテナ航路で

結ばれているが、中国地方においては「多くの船が複数の港湾に寄港」することから『集

約すべきか？』との課題の投げかけがなされている。（中国地方国際物流戦略チーム事務局、

「中国地方国際物流戦略チーム第一回部会：提言に向けた論点整理（ppt 資料 P.19）」、平成

18 年 9 月 4 日） 

資料において明言はしていないが、中国地方側からすれば、松山港に寄港する定期コン

テナ航路を、「集約化」の対象としてみているという見方もできる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
資料：中国地方国際物流戦略チーム事務局、「中国地方国際物流戦略チーム第一回部会：提言に向けた論点

整理（ppt 資料 P.19）」、平成 18 年 9 月 4 日 
図－4.7 四国地方における国際航路集約化の検討 
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３）近畿地方国際物流戦略チーム 

①近畿地方国際物流戦略チームの開催状況 

 2005 年 6 月 30 日の第一回本部会合を皮切りに、これまでに 2 回の本部会合と 5 回の幹

事会が開催されている。 
 幹事会における主な議題及び、第 5 回幹事会で提示された取り組みイメージは下図の通

りである。 
表－4.8 幹事会における主な議題 

 議題 
第 2 回幹事会 (1)短期対応施策についてのフォローアップ 

(2)課題一覧及び戦略チームの対応方針フォローアップ 
第 3 回幹事会 (1)昨今の物流を取り巻く状況について 

(2)各対応施策への取り組み状況について 
・平成１８年度予算編成の状況について  
・大阪湾諸港の一開港化について  
・関西グリーン物流パートナーシップ会議について  

第 4 回幹事会 (1)昨今の取り組み状況について 
・広域連携を通じた国際競争力強化に向けた提言について（報告）  
・第１４回国際物流施策推進本部について（報告）  
・短期対応施策の取り組み状況について  
(2)今後の進め方について 
・国際物流シンポジウム－関西の国際物流戦略 (仮題)－ 

第 5 回幹事会 (1)昨今の取り組み状況について 
・国際物流シンポジウム－関西の国際物流戦略－  
・短期対応施策の取り組み状況について  
(2)今後の進め方について 
・国際物流戦略チームの今後の取り組みについて  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
資料：近畿地方国際物流戦略チーム 第 5 回幹事会 資料 
   図－4.8 広域連携を通じた国際競争力の強化に向けた取り組みイメージ 
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②近畿地方国際物流戦略チームおける四国の位置付け  

「図－4.8 広域連携を通じた国際競争力の強化に向けた取り組みイメージ」中、主な施

策に、「海上輸送の連携：瀬戸内海諸港と連携した内航フィーダー輸送の推進」とあり、内

航フィーダー輸送の推進による、中国・四国地方からの集荷を促進しようとの意図が伺え

る。 
具体的な施策として、平成 18 年 1～3 月に実施された神戸港における内外貿バース一体

運用による内航フィーダー利用促進に関する社会実験の効果の測定・課題の整理があげら

れており、第 5 回幹事会までに「内航フィーダー輸送社会実験推進委員会」に報告された。 
 

表－ 内航フィーダー輸送の促進に関する提言事項及び進捗状況 

国際物流に 
関する課題 

第二回本部会合に決定した短期対応施策
及び政策提言での提言事項 

第五回幹事会時点における進捗状
況 

内航フィーダ
ー輸送の促進 

・阪神港広域連携協議会を活用し、「スー
パー中枢港湾阪神港育成プログラム」に
おける瀬戸内海諸港との連携促進など
の具体策を促進する。 

・平成 17 年度に内外貿バース一体運用に
よる内航フィーダー利用促進に関する
社会実験を実施し、効果、課題の整理等
とりまとめを行う。 

・平成 18 年１月～３月に、神戸港
において、内外貿バースの一体
運 用による内航フィーダー利
用促進に関する社会実験を実
施。実験終了後、効果の測定・
課題の整理等を行い、国土交通
省におかれている「内航フィー
ダー輸送社会実験推進委員会」
に報告。 

資料：近畿地方国際物流戦略チーム 第 5 回幹事会 資料 第二回本部会合決定短期対応施策 フォロー

アップ（案） 
 
 
 


